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資料３



（出典：「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援地方交付金」の取扱い等について」（R4.9.14付け内閣府地方創生推進室事務連絡））

1



（出典：「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律案について
（通知）」（R4.9.20付け厚生労働省発健0920第14号））
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（出典：「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律案について
（通知）」（R4.9.20付け厚生労働省発健0920第14号））
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１ 地方負担について

今回の改正により、宿泊・自宅療養者の医療、協定締結医療機関等が実施する措置、流行初期医療確保措置等が新たに創

設され、都道府県が費用の一定割合を負担することとされている。

今回の改正は、次なる大規模感染症の発生を視野に入れた改正内容となっているが、地方の財政力不足により必要な対策

が講じられないことによって我が国全体の大規模感染症対策に支障を招くことは避けるべきと考える。確実な対応を行うために

も、これらの経費については、現在の新型コロナウイルス感染症対応と同様に全額国庫による負担が基本と考える。

仮に地方負担を求められる場合には、感染が今般同様に大規模となった場合でも対応できるよう、国庫補助の更なる嵩上げ

や交付金等の予算措置、十分な交付税の措置など、地方負担の極小化を図ること。

また、法改正により都道府県に義務付けられる取組については、業務量増加に伴う人員増、計画策定や協定締結、協議会等

の開催などの平時からの対応も含め、国において確実に財政措置を講じること。

なお、法改正により新たな業務が生じるが、従来からの業務についても見直しの検討を行い、都道府県を経由しなくても実施

可能な業務は国が直接行うなど、地方負担の軽減を図ること。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の
一部を改正する法律案に係る全国知事会意見

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律案について」
（R4.9.30付け知調二発第99号）抄



（出典：総務省ホームページ）
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地方財政に関する調査（地方財政計画に係る財政需要）
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２ 「公共施設等適正管理推進事業費」に係る財政需要について

○ 築年数が古い建物が多いため、より脱炭素化への効果が大きく、地方側にとって脱炭素化へのインセンティブが働くよう、既存施設の改修事業の
みならず、施設の新設・建替についても対象とするなど、より弾力的で柔軟な運用を検討していただきたい。（多数意見あり）

○ 施設の改修等は、中長期にわたり計画的に行っているため、令和７年度までの期限内に事業を完了させられない懸念があり、更なる事業期間の
延長など中長期的な財政措置が必要。

○ 公共施設等総合管理計画への脱炭素化の推進方針等の記載要件、第三者認証取得要件、省エネ基準要件等のハードルが高く活用が難しい。
○ 環境省の補助金等を活用した国庫補助事業により整備される事業にも充当できるようにして欲しい。
○ 「木質化」等のメニューを追加して欲しい。
○ 既存建築物に対して太陽光発電設備の導入やＺＥＢ化を実施する場合、導入可能性を調べるための調査費用等の予算が必要。
○ 公営企業については、既存施設の老朽化対策や災害対策を優先実施するため、施設の大規模改修を伴う脱炭素化の取組が遅れている。

脱炭炭素化事業を推進する上での課題等

（単位：団体）（単位：団体）

（単位：億円）

○ 令和４年４月に全国知事会の全構成都県（47団体）に対して調査を実施。
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令和４年度時点 ： 事業規模約 7.2兆円
（地方税財政常任委員会事務局加筆）

（出典：内閣官房ホームページ）
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第３章 各分野の政策の推進 / ２．デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備 / (２)マイナンバーカードの普及促進・利活

用拡大 / 【具体的取組】(j)マイナンバーカードの普及状況等を踏まえた交付税算定の検討

・ 2023年度から、マイナンバーカードの普及状況等も踏まえつつ、マイナンバーカードの交付率を普通交付税における地域のデジタル化に係る財政

需要の算定に反映することについて検討する。（総務省自治財政局交付税課）

マイナンバーカードの交付率の普通交付税の算定への反映

「デジタル田園都市国家構想基本方針」（R4.6.7閣議決定）抄

（問）マイナンバーカードについてお尋ねします。政府はデジタル田園都市国家構想の基本方針で、マイナンバーカードの普及状況を交付税の算定に

検討する方針を示しています。これについて、交付税による政策誘導ではないかとの指摘もあるかと思いますが、こうした指摘について、大臣の見

解を教えてください。

（答）マイナンバーカードは地域のデジタル化の基盤となるツールであり、今後、カードの普及が進んだ自治体においては、カードを利活用した行政

サービスを含む地域のデジタル化に係る取組が、他の自治体に比して、より一層展開されるものと考えております。

カードの交付率を普通交付税の算定に反映することについての検討は、以上のような状況を踏まえて行うものであり、ご指摘のような政策誘導と

いった観点ではなく、地域のデジタル化に係る財政需要を的確に反映する指標との観点から、検討していくこととなるものです。

カードの交付率によって普通交付税が減額されるといったことに対しては、報道等も含めて心配される向きがあるようですが、普通交付税が減

額されるといったような趣旨のものではなく、自治体における地域のデジタル化に係る財政需要を的確に反映し、自治体の取組をしっかりと支える

という考え方で検討を進めているところです。デジタル化を進めるにおいては、その自治体において財政需要が増えていくわけですので、そういう

観点から、今後、検討を進めてまいりたいと思っております。

今後は、カードが全国的に普及していく中で、各自治体におけるデジタル化に係る財政需要と、カードの交付率の状況等も踏まえつつ、令和5

年度からの算定に反映することについて検討していくこととなります。

金子総務大臣閣議後記者会見の概要（R4.6.21）（総務省HP）抄
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（出典：「デジタル田園都市国家構想・地方創生予算（令和５年度概算要求の概要）」）
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（出典：「デジタル田園都市国家構想・地方創生予算（令和５年度概算要求の概要）」）



車体課税（地方税）の概要

11（出典：総務省資料）



車体課税（地方税）の課税段階イメージ
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（出典：総務省資料）



車体課税（地方税）の税収推移

13（出典：総務省資料）



○ 令和４年４月 全国知事会地方税財政常任委員会の構成都県に対してアンケートを実施
○ 全１８団体からの回答結果をとりまとめ

令和５年度見直しに向けて、優先度が高いと考える項目について（最大３つ）
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自動車関係諸税の見直しに向けた優先度

自動車関係諸税は受益者である自動車ユーザーが適正な負担をすべき

地方の道路の維持・整備の需要を踏まえ、安定的な財源確保を行うべき

自動車ユーザーの視点からユーザーの負担軽減・税の簡素化を行うべき

カーボンニュートラル実現に向けて、ユーザーの負担軽減をさらに講じるべき

その他

自動車関係諸税見直しの優先度 （全国知事会 地方税財政常任委員会アンケート）
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自家用乗用車への課税の比較（ガソリン／ハイブリッド／プラグインハイブリッド／電気・燃料電池）

（出典：全国知事会 新しい地方税源と地方税制を考える研究会(R4.9.30) 資料より）

ガソリン車 ＨＶ ＰＨＶ ＥＶ・ＦＣＶ

自動車税
環境性能割
（適用税率）

自動車税
種 別 割
（適用税率）

（グリーン化特例軽課）

（グリーン化特例重課）

自動車重量税
（適用税率）

（13・18年経過車税率）

（エコカー減税）

燃費性能等に応じて税率決定
（R12基準85％達成：非課税、75％達成：１％、
60％達成：２％、左記以外・R2基準未達成：３％）

非課税

総排気量に応じて税率決定
（１ℓ以下：25,000円、 １ℓ超1.5ℓ以下：30,500円、 1.5ℓ超２ℓ以下：36,000円、
２ℓ超2.5ℓ以下：43,500円、 ・ ・ ・ 4.5ℓ超６ℓ以下：87,000円、６ℓ超：110,000円）

適用なし
【論点２】 適用あり（２年ごとに適用期限を延長）

（取得翌年度分 75％軽減）

適用あり
（初回新規登録から13年
経過車概ね15％重課）

適用なし

燃費性能等に応じて減免
（R12基準120％達成：２回免税、90％達成：初回免税、
75％達成：初回▲50％、60％達成：初回▲25％）

２回免税

本則税率
（2,500円）

燃費性能等に応じて税率決定
（免税対象車等※2本則税率（2,500円）、
上記以外当分の間税率（4,100円））※１

燃費性能等に応じて税率決定

（免税対象車等※2本則税率（2,500円）、
上記以外当分の間税率（⑬5,700円、⑱6,300円））※１

※１ 車検期間１年・車両重量0.5t当たりの税額、 ※２ エコカー減税適用基準を満たす車両・当該車両と環境性能が同程度の車両

本則税率
（2,500円）

【論点３】 一律 25,000円
（総排気量１ℓ以下相当）

【論点２】 他制度と異なり、
ＨＶであることをもって優遇

【論点１・２】 ２年ごとに税率区分を見直し
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【参考】 法人課税の概要

（出典：総務省資料） 16



○法人実効税率は、法人所得に対する国税・地方税の合算税率。事業税損金算入後の

法人所得を基に各税目ごとの税率を掛けたものを合算して算出。

法人税率＋（地方法人税率×法人税率）＋（法人住民税率×法人税率）＋事業税率（特別税込）

１＋事業税率（特別税込）

＝ 法人実効税率

①法人所得（事業税損金算入後） 100％÷（1＋事業税率（特別税込）3.6％※１））＝ 96.525…％

②法人税 法人所得① × 法人税率 23.2％ ＝ 22.393…％

③地方法人税 法人税② × 地方法人税率 10.3％ ＝ 2.306…％

④法人住民税法人税割 法人税② × 法人住民税率 7％※２ ＝ 1.567…％

⑤法人事業税所得割 法人所得① × 事業税率（特別税込） 3.6％ ＝ 3.474…％

※１ 法人事業税所得割税率 1％ ＋（法人事業税所得割税率 1％×特別法人事業税率 260％）＝ 3.6％
※２ 都道府県民税法人税割税率 1％＋ 市町村民税法人税割税率 6％ ＝ 7％

法人実効税率
29.74％

合算

財務省資料より

【参考】 法人実効税率の計算方法
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外形標準課税対象法人数・割合の推移（全国）

（出典：総務省資料） 18



外形対象法人の減少への対応 （全国知事会 都道府県アンケート）
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○ 令和４年10月 全都道府県に対してアンケートを実施
○ 全４７団体からの回答結果をとりまとめ

外形対象法人の減少に対応する見直しの方向性について

○地方財源が適切に確保されるようにすることを前提としつつ、納税者
にとってわかりやすく、また、課税庁としても適正かつ効率的に課税
事務が行えるよう、できる限り簡素な仕組にすべき。（北海道・東北）

○地方の安定的な税収の確保、税負担の公平性や納税者の負担等
に十分に配慮しながら、見直しの方向性等について議論が進めら
れることを期待。（関東）

○事業税は、事業活動と地方団体の行政サービスの応益関係に着目
して課される税であることから、事業税の課税標準は、事業の活動
量を端的に表現する外形的なものであることが望ましいと認識。そう
した中、外形標準課税の適用について一定の基準を設ける必要が
ある場合には、当該基準が企業の経済活動における選択を歪めな
いものとする必要がある。（関東）

○制度の大転換を避ける観点から、現行制度の基準を変更する、別の
基準と併用するなど、大幅な制度変更とならないような形にしてはど
うか。（中国）

○度重なる法人課税制度改正の中で、外形標準課税制度を変更する
となれば納税者に対してさらなる負担や混乱を招く恐れがある。外
形対象法人の減少について、税負担や税収確保における影響が不
明確な現状においては、積極的に制度改正するものではないと判
断。（九州）

「④その他」の意見例
単位：団体2

36

2

7

回答結果

①現行基準を廃止し、新たな基準を考えてはどうか（４％）

②制度の大転換を避ける観点から、現行基準は維持しつ

つ、別の基準と併用する形にしてはどうか（７７％）

③現行基準の維持でやむを得ないのではないか（４％）

④その他（１５％）
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国際課税ルールの見直し（全体像）

市場国

サービス等の提供

売 上

税務当局

現 状 国際課税ルールの見直し

企業所在国
第一の柱 第二の柱

多国籍企業の
利益の一定分
を市場国へ配
分

多国籍企業に
国際的に同意
された最低税
率（15%）まで
課税

OECDを中心に、2021年10月
世界136カ国の国・地域で合意

市場国への
新たな課税権
の配分

グローバル
ミニマム課税

今後の国内対応のスケジュール

国際合意に基づき、以下の対応を目指す。
・第１の柱

2023年に多国籍条約を策定、2024年に適用開始
・第２の柱

2022年に国内法整備を行い、2023年ないし2024年の適
用開始

また、税率が低い国を利用した租税回避が存在

【これまでの問題点】

➢営業所や工場などの恒久的施設（PE）が存在しない場合、

課税できない。

➢軽課税国に利益を移す租税回避等により、適切な課税

ができない。


